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第１

　

審査の概要

審査の対象期間
令和６年４月１日～令和７年３月３１日

Ｉ

へ／ム 審査日
令和７年６月３日（火）

　　　　

３

　

審査の手続き

　　　　　　　

決算審査にあたり、 町長から審査に付された決算書類が、 法令の規定に基づい

　　　　　　

て作成され、 計数は、 正確かつ水道事業の経営状況及び財政状況が、 適正に表示

　　　　　　

され、 地方公営企業法第３条に則っているか、 検証するため、 会計帳簿等の照合

　　　　　　

を実施 した。

　　　

第２

　

審査の結果

決算諸表について
審査に付された決算諸表は、いずれも法定の様式を備えかつ計数も正確で、水
道事業の経営状況及び財政状況も適正に表示しているものと認められる。

経営状況について
総収益は、３２９，２７４，２０８円 （内消費税及び地方消費税２５，２２７，８２０円）、 総費用
は、３２７，５９４，４１１円 （内消費税及び地方消費税９，４４０，０１１円） である。
第１表に示すとおり、消費税及び地方消費税を除いた額の総収益は、
３０４，０４６，３８８円、 総費用は、３０８，５７１，７１３円となっており、 その差額 （営業損失）
は、４，５２５，３２５円で、 前年度に比べ、２７，７７８，８４０円、８６．０％の減となっている。
従って、 前年度繰越欠損金６１，０７５，７５６円に当年度純損失４，５２５，３２５円を加える
と、 当年度未処理欠損金は、６５，６０１，０８１円となる。

Ｉ

２

（第１表）総収益・総費用及び純損失（税抜）

年度
＼＼＼＼
区分 額（円）

総収益 総費用 当年度純損失
令和６ ３０４，０４６，３８８ ３０８，５７１，７１３ ４，５２５．３２５

＊損益計算書より

（１） 収益的収入及び支出

ア

　

収益の内訳（第２表参照）

　

事業収益は、 予算額３４４，５２７，０００円に対し、 決算額は、３２９，２７４，２０８円 （内
消費税及び地方消費税２５，２２７，８２０円） で、 執行率９５．６％である。

①

　

営業収益

　　

予算額２９４，７６３，０００円に対し、 決算額は、２７９，３５１，８３９円 （内消費税及び

　

地方消費税２５，２２６，１４８円） で、 執行率９４．８％である。 内訳は、 給水収益

　

が、２７７，５５２，８３９円 （内消費税及び地方消費税２５，２２６，１４８円）、 その他営業



　

収益１，７９９，０００円 （内消費税及び地方消費税０円） である。 給水収益は、 前

　

年度に比べ、４３，３９３，７６７円、１８．５％増加している。 主な要因は、 料金改定

　

である。

　　

上記のその他営業収益の内訳は、 消火栓管理費１，０００，０００円 （内消費税及

　

び地方消費税０円）、 開栓手数料１７３，０００円、 督促手数料１９６，０００円、 設計

　

審査手数料４３０，０００円である。

②

　

営業外収益

　　

予算額４９，７６２，０００円に対し、 決算額は、４９，９２２，３６９円 （内消費税及び地

　

方消費税１，６７２円） で、 執行率１００．３％である。 内訳は、 預金利息８２，６８１

　

円、 その他雑収益１，２３０，１２４円 （内消費税及び地方消費税１，６７２円）、 他会

　

計繰入金１，６１８，７４３円、 長期前受金戻入４６，９９０，８２１円である。 その他雑収益

　

の内訳（税抜き）は、 墓地用共用栓鍵代１５，０４２円、 雷被災保険金１，１８９，８７０

　

円、 権限移

　

譲交付金２２，０００円、 材処分１，５４０円である。

③

　

特別利益

　　

予算額２，０００円に対し、 決算額は、 ０円で、 執行率０％である。

＼＼ミミ
科目

予算額

　

Ａ

　

（円）
構成比
（％）
決算額

　

Ｂ

　

（円）
構成比
（％）

予算額に比べ
決算額の増減
ＢーＡ（円）

執行率
Ｂ／Ａ
（％）

ユ営業収益 ２９４，７６３，０００ ８５．６ ２７９，３５１，８３９ ８４．８ △１５，４１１，１６１ ９４．８

２営業外収益 ４９，７６２，０００ １４．４ ４９，９２２，３６９ １５．２ １６０，３６９ １００．３

３特別収益 ２，０００ ０ ０ ０ 乙２，○○〇 ０
合

　　

計 ３４４，５２７，０００ １００・０ ３２９，２７４，２０８ １００・０ △１５，２５２，７９２ ９５．６

イ

　

費用の内訳（第３表参照）

　　

事業費用は、 予算額３４４，５２７，０００円に対し、 決算額は、３２７，５９４，４１１円 （内

　

消費税及び地方消費税９，４４０，０１１円） で、 執行率９５．１％である。

①

　

営業費用

　　　

予算額３０８，９６４，０００円に対し、 決算額は、２９５，３１３，３０５円 （内消費税及び

　　

地方消費税９，４４０，０１１円） で、 執行率９５．６％である。 これは、 営業活動に伴

　　

い発生する費用で、 人件費、 物件費、 動力費等の現金を伴う支出のほか、

　　

建物、機械、構築物等の固定資産の減価償却費及び資産減耗費のように、

　　

現金支出を伴わない費用の計上である。

　　

各自の決算額は次のとおりである。

　　　

・原水及び浄水費

　

５０，０７３，２２０円 （内消費税及び地方消費税４，５４２，８５５円）

　　　

・配水及び給水費

　

４５，３２６，４７８円 （内消費税及び地方消費税２，６０６，３１７円）

　　　

・総係費

　　　　　

５６，７２２，２１２円 （内消費税及び地方消費税２，２９０，８３９円）

　　　

・減価償却費

　　

１４２，２２１，２７９円 （内消費税及び地方消費税０円）

　　　

・資産減耗費

　　　　　

９７０，１１６円 （内消費税及び地方消費税○円）

２



②

　

営業外費用

　　

予算額３３，５６２，０００円に対し、 決算額３２，２８１，１０６円 （内消費税及び地方消

　

費税０円） で、 執行率９６，２％である。 これは、 企業債の償還金利息

　

２２，５５９，２０６円、 消費税及び地方消費税９，７２１，９００円である。

③

　

特別損失

　　

予算額１，０００円に対し、 決算額は、 ０円で、 執行率０％である。

④

　

予備費

　　

予算額２，０００，０００円に対し、 決算額は、 ０円で、 執行率０％である。

合

　　

計 １００・０ ３２７ ｉｏｏ．Ｏ ９５．１

（２） 資本的収入及び支出

　

ア

　

資本的収入の内訳（第４表参照）

　　　　

資本的収入は、 予算額７０，３０５，０００円に対し、 決算額は、６２，９２７，９７３円 （内

　　　

消費税及び地方消費税２９３，０５５円） で、 執行率８９．５％である。

　　　　

決算額は、 前年度に比べ３１，０３３，８８３円、９７．３％の増となっている。

　　

①

　

企業債

　　　　　

予算額３９，７００，０００円に対し、 決算額は、３３，９００，０００円 （内消費税及び地

　　　　

方消費税０円） で、 執行率８５，４％である。 これは、 町道横峯２号線配水管

　　　　

布設替工事等に係る借入金である。

　　

②

　

工事負担金

　　　　　

予算額４，８００，０００円に対し、 決算額は、３，２２３，６００円 （内消費税及び地方

　　　　

消費税２９３，０５５円） で、 執行率６７．２％で、 給水負担金９０８，６００円と消火栓

　　　　

設置経費２，３１５，０００円である。

③

　

他会計繰入金

　　

予算額２５，８０５，０００円に対し、 決算額は、２５，８０４，３７３円である。



＼＼ご
科目

予算額Ａ
（円）

構成比
（％）
決算額Ｂ
（円）

構成比
（％）

予算額に比べ
決算額の増減
ＢーＡ （円）

執行率
Ｂ／Ａ
（％）

１企業債 ３９，７００，００００ ５６．５ ３３，９００，０００ ５３．９ △５，８００，０００ ８５．４

２工事負担金 ４，８００，０００ ６．８ ３，２２３，６００ ５．Ｉ △１，５７６，４００ ６７．２

３他会計繰入金 ２５，８０５，０００ ３６．７ ２５，８０４，３７３ ４１．Ｏ △６２７ １００・０
合

　　

計 ７０，３０５，０００ １００・０ ６２，９２７，９７３ １００・０ 乙７，３７７，０２７ ８９．５

イ

　

資本的支出の内訳（第５表参照）

　　

資本的支出は、 予算額２２３，８９６，０００円に対し、 決算額は、２１９，５７９，９８７円

　　

（内消費税及び地方消費税６，４９８，１７７円） で、 執行率９８．１％である。

　

決算額は、 前年度に比べ、３４，２８４，６０９円、１８．５％の増である。 これは、 建設

　

改良費の増が主な要因である。

①

　

建設改良費

　　　

予算額７３，７９５，０００円に対し、 決算額は、７１，４７９，９７５円 （内消費税及び地

　　

方消費税６，４９８，１７７円） で、 執行率９６．９％である。

　　

決算額は、 前年度に比べ３６，１４２，７２３円、１０２．３％の増となっている。

　

⑦

　

配水施設費

　　　　

予算額５０，０５０，０００円に対し、 決算額は、４８，６９１，０００円 （内消費税及び

　　　

地方消費税４，４２６，４５２円） で、 執行率９７．３％である。 これは、 上西方地区

　　　

外３地区の配水管布設替実施設計業務委託料と町道横峯２号線、上西方

　　　

地区、 長寿庵地区、 白坂地区、 染木地区の配水管布設替工事である。

　

◎

　

営業設備費

　　　　

予算額１，８５５，０００円に対し、 決算額は、１，１１８，９７５円 （内消費税及び地

　　　

方消費税１０１，７２５円） で、 執行率６０．３％である。 これは、 量水器取替分の

　　　

購入費である。

　

⑮

　

機械装置設備費

　　　　

予算額２１，８９０，０００円に対し、 決算額は、２１，６７０，０００円 （内消費税及び

　　　

地方消費税１，９７０，０００円） で、 執行率９９．０％である。 これは、 量水器位置

　　　

図作成業務委託料である。

　

②

　

企業債償還金

　　　

予算額１４８，１０１，０００円に対し、 決算額１４８，１００，０１２円 （内消費税及び地方

　　

消費税０円） で、 執行率１００．０％である。 これは平成６年債から平成２９年債

　　

までの１０５件分の借入企業債の元金償還金である。

　

③

　

予備費

　　　

当初予算額２，０００，０００円で、 決算額０円で、 執行率０％である。

４



３ 財政状況について（第７表貸借対照表参照）
年度末資産総額は、３，４０１，３８４，７９３円で、 内訳は、 固定資産２，９５９，２７６，２３８円
（構成比８７．０％）、 流動資産４４２，１０８，５５５円 （構成比１３．０％） である。 固定資産内
訳は、 土地３２，８０２，０５９円、 建物８９，３５５，７２４円、 構築物２，５９６，２５８，１９３円、 機械及び

装置２３８，２５９，４６２円、 車繭運搬具１１０，８００円、 建設仮勘定２，４９０，０００円である。 ま
た、 流動資産は、 現金預金４３３，９９４，２５６円、 未収金８，３６７，２９９円である。
以下項目毎に述べると次のとおりである。

ア

　

固定資産

　　

決算額は、２，９５９，２７６，２３８円で、 対前年７８，２０９，５９７円の減であるが、 これ

　

は、主に構築物の送配水及び給水設備等の減である。

　　

内訳は、 次のとおりである。

①

　

土地

　　

年度末現在高は、３２，８０２，０５９円である。

②

　

建物

　　

年度当初現在高は、１５１，３１８，３１８円で、 年度期間中の増減はなく、 年度末

　

現在高も１５１，３１８，３１８円で前年度と同額である。

　　

当年度減価償却は、 増加額３，６３９，８０２円で、 減価償却累計額は、

　

６１，９６２，５９４円となり、 年度未償却未済額は、８９，３５５，７２４円である。

き ③

　

構築物

　　

年度当初現在高は、４，１２０，８３８，６６１円で、 当期において、５４，８３９，７７０円

　

増加しているが、８，６９７，５１６円の減少もあり、 年度末現在高は、

　　

４，１６６，９８０，９１５円 となっている。

　　

当年度減価償却は、 増加額１０９，１３５，１２３円で、 その内訳は、 原水及び浄水

　

設備１２，１９３，０６７円、 送配水及び給水設備９４，２３９，０２８円、 その他構築物

　

２，７０３，０２８円である。 減少額は、 送配水及び給水設備７，８２７，７７２円である。

　　

この結果、 減価償却累計額は、１，５７０，７２２，７２２円となり、 年度未償却未済

　

額は、２，５９６，２５８，１９３円である。

④

　

機械及び装置

　　

年度当初現在高は、８０３，１０５，４８５円で、 当期において、２２，８２１，７９７円増加

　　

しているが、１，００３，５８０円の減少もあり、 年度末現在高は、８２４，９２３，７０２円

　

とな って いる。

　　　

当年度減価償却は、 増加額２９，４４６，３５４円で、 その内訳は、 電気設備

　　

１７，２０７，３２４円、 ポンプ設備４，８９１，９９１円、 滅菌設備１，９８３，６３５円、 量水器

（第５表）資本的支出の内訳（消費税及び地方消費税を含む）

　　　　　

区 分

　

予算額

　

Ａ

　

構成比

　

決算額

　

Ｂ 構成比

　　

不用額

　　

執行率

科 目

　　　　　　　　

（円）

　　　

｛％）

　　

（円）

　　

（％）

　

Ａ－Ｂ 網）

　

Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（％）

１建設改良費

　　　

７３，７９５，０００

　　

３３．０

　　

７１，４７９，９７５

　　

３２．６

　

２，３１５，０２５

　

９６．９

２企業債償還金

　

１４８，１０１，０００

　　

６６．１

　

１４８，１００，０１２

　　

６７．４

　　　　

９８８

　

１００．０

３予 備 費

　　　　　　

２，０００，０００

　　

０．９

　　　　　　

０

　　　

０

　

２，０００，０００

　　　

０

　　

合

　　

計

　　　

２２３，８９６，０００

　

１００．０

　

２１９，５７９，９８７

　

１００．０

　

４，３１６，０１３

　　

９８．１

５



　　

１，００９，０４１円、 その他機械装置４，５４１，５５７円である。 減少額は、 量水器

　

９０３，２０８円である。

　　　

この結果、 減価償却累計額は、５８６，６６４，２４０円となり、 年度未償却未済

　　

額は、２３８，２５９，４６２円である。

⑨

　

車鋼運搬具

　　

年度当初現在高は、１，１０８，０００円で、 前年度と同額である。

　　

減価償却累計額は、９９７，２００円で、 年度末償却未済額は、１ユ０，８００円で

　

ある。

⑥

　

工具器具及び備品

　　

皆無となっている。

　

⑦

　

建設仮勘定

　　　　

年度当初現在高は、１５，１６９，７６９円で、 当年度増加額６４，９８１，７９８円、 減

　　　

少額７７，６６１，５６７円で、 年度末現在高は、２，４９０，０００円で、 年度未償却未済

　　　

額も２，４９０，０００円となっている。

　　

以上、 固定資産の当年度の内容について述べたが、 総括すると固定資産総

　

額は、 年度末現在高５，１７９，６２２，９９４円、 減価償却累計額２，２２０，３４６，７５６円で、

　

差引２，９５９，２７６，２３８円が、 年度末償却未済額 （資産） となる。

イ

　

流動資産

　　

総額４４２，１０８，５５５円で、 現金預金、 未収金である。 その内訳は、 次のとおり

　

である。

　

①

　

現金預金

　　　　

年度末残高は、４３３，９９４，２５６円であり、 現金出納簿及び令和７年３月

　　　

分例月出納検査の計数とも一致している。

　　

②

　

未収金

　　　　　

残高は、８，３６７，２９９円 （内消費税及び地方消費税７４０，２５２円） で、 内訳

　　　

は、 水道料未収金８，１７６，９１０円、 その他として墓地用共用栓未収金

　　　　

１９０，３８９円となって いる。

　　　　

水道料金について、 例年３月納期は、 納期限が３月末日のため、 納

　　　　

期後の新年度で納入される件数も多い。 このため、 新年度での納入分

　　　　

を差し引くとかなり減少している。

　　　　　

内訳は、 平成２９年度分２０，２３８円 （１２件）、 平成３０年度分２５，０５９円

　　　　

（７件）、 令和元年度分１０８，９４９円 （２６件）、 令和２年度分２５５，８４６円

　　　　

（５６件）、 令和３年度分４５７，２１４円 （９６件）、 令和４年度分８１７，１５３円

　　　　

（１１９件）、 令和５年度分８２３，６４４円 （１３２件）、 令和６年度分で

　　　　

５，８５９，１９６円 （８５２件） である。

　　　　　

次年度で２５３，０００円の不納欠損が見込まれるため、 賞倒引当金として

　　　　

２５３，０００円を残高から差し引き、 現年度、 過年度をあわせた令和６年度

　　　　

の未収金決算額は８，１１４，２９９円である。

　　　　　

因みに未収給水収益は、 前年度に比べ、１，４８２，６７８円、ユ８．３％と増加

　　　　　　　　　

６



している。
未収金の更なる圧縮に努められたい。

　　

以上、資産である固定資産と流動資産について述べたが、固定資産総額

　

２，９５９，２７６，２３８円と流動資産総額４４２，１０８，５５５円を合計すると、 当年度末資産

　

総額は、３，４０１，３８４，７９３円である。

ウ

　

固定負債

　　

総額１，５６８，８８４，８６７円で、 内訳は、 次のとおりである。

①

　

企業債

　　　

決算額は、１，５６８，８８４，８６７円で、 建設改良等の財源に充てる企業債であ

　　

る。

工

　

流動負債

　　

総額１７５，５９９，９２７円で、 内訳は、 次のとおりである。

①

　

企業債

　　　

決算額は、１３６，４１３，６３５円で、 建設改良等の財源に充てる企業債である。

②

　

未払金

　　　

決算額は、３７，０３８，２９２円で、 うち３，３６７，１１７円は消費税及び地方消費税で

　　

あり、 その他は窓口・会計業務委託料の３自分等である。

③

　

賞与引当金

　　　

決算額は、２，１４８，０００円である。

オ

　

繰延収益

　　

総額９９７，３４８，９８８円で、 内訳は、 次のとおりである。

　

①

　

長期前受金額１，５８５，９６２，５５９円から、 長期前受金収益化累計額５８８，６１３，５７１

　

円を差し引いた９９７，３４８，９８８円である。

力

　

資本金

　　

総額６２８，７０２，０９２円で、 内訳は、 次のとおりである。

①

　

自己資本金

　　　

固有資本金３０７，５８８，９４２円に組入資本金８９，９０ユ，１８４円及び繰入資本金

　　

２３１，２１１，９６６円を加えた当年度末の自己資本金は、６２８，７０２，０９２円である。

　　

．ヂ．う′＼’

ヮ
＋



キ

　

剰余金

　　

総額３０，８４８，９１９円で、 内訳は、 次のとおりである。

①

　

利益剰余金

⑦

　

減債積立金

　　

前年度決算額同額の７６，４５０，０００円である。

◎

　

建設改良積立金

　　

前年度決算額と同額の２０，０００，０００円である。

　　　

⑯ 未処分利益剰余金

　　　　　　

前年度繰越欠損金６１，０７５，７５６円に、 当年度純損失４，５２５，３２５円を加える

　　　　　

と当年度未処理欠損金は、６５，６０１，０８１円である。

　　　

以上、 負債である固定負債、 流動負債、 繰延収益と資本である資本金及び

　　

剰余金について述べたが、 負債総額は、２，７４１，８３３，７８２円、 資本総額は、

　　

６５９，５５１，０１１円で、 当年度末の負債資本合計額は、３，４０１，３８４，７９３円である。

　　　

この結果、 資産総額３，４０１，３８４，７９３円に対して、 負債資本総額も、

　　

３，４０１，３８４，７９３円であり、 貸借対照表は、 一致していることを確認した。

４ 固定資産管理について

　　

土地については、水源地、配水池等の除草を行う等の適正管理や災害危険箇所

　

等の事前把握に努めるとともに、給水施設の日常点検を引き続き入念にされ、事

　

故が発生しないよう万全を期されたい。

　

′′′

　

Ｙ

ｎｘＵ
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（第７表）貸借対照表

　　　　　　　　　　　　

年 度

　　　　　　　　　　

令和 ６ 年度

　　　

項 目

　　　　　　　　　　　　　　　　

金 額 （円）

　　　

構成比（％）

　　　　　

ア

　

固 定資産

　　　　　　　　　　　　

２，９５９，２７６，２３８

　　　　　

８７．０

　　　　　　

（１） 土 地

　　　　　　　　　　　　　

３２，８０２，０５９

　　　　　

１．０

　　　　　　

（２） 建物

　　　　　　　　　　　　　

８９，３５５，７２４

　　　　　

２．６

　　

資

　　

（３） 構築物

　　　　　　　　　　　

２，５９６，２５８，１９３

　　　　

７６．３

　　　　　　

（４） 機械及び装置

　　　　　　　　　

２３８，２５９，４６２

　　　　　

７．０

　　　　　　

（５） 車繭運搬具

　　　　　　　　　　　

１１０，８００

　　　　　　

０

　　　　　　

（６） 建 設仮勘 定

　　　　　　　　　　　

２，４９０，０００

　　　　　

０．１

６

０
０・Ｉ

１３．Ｏ

１２．８

０．２

産
現金預金
未収金

（３） 賞倒引当金

　　

資産合計

ウ

　

固定負債

　

０

１００・０

　

４６．１

　

４６．１

　

５．２

　

４．Ｏ

　

１・ｌ

　

０・ｌ

　

２９．３

　

４６．６

乙）１７．３

　

８０．６

７９３

負

　　

工 １
↓

３７

９９７債

　　

オ

ゴーＪ

７８２

資

本

　　

キ ０．９

０．９

負債資本合計

７

　

むすび

　　

決算書に基づき審査した結果、 決算書は、 計数的な誤りはなく、 また、 現金等

　

の保管状況も安全、 かつ有利に運用されており、 会計経理は適正なものと認めた。

　

ここで、 代表的な各指標を用いて経営分析を行う。

　　

なお、 類型団体全国平均値は、 令和５年度総務省 「水道事業会計」 の値である。

（１） 料金に関する項目

①

　

供給単価（類型団体全国平均１８４．２８円）

　　

２５２，３２６，６９１円 （給水収益）

　　　　　　　　　　　　　　　　　

＝

　

２０１，１９円

　　

１，２５４，１８１州 （年間総有収水量）

　　　

（前年度比３５．３４ポイントの増）

ｌｏ



②

　

給水原価（類型団体全国平均２０６．４５円）

　

２６１，５８０，８９２円 （経常費用－長期前受金戻入）

　

＝

　

２０８．５７円

（前年度比１３．４７ポイントの増）

　

１，２５４，１８１語 （年間総有収水量）

③

　

料金回収率（類型団体全国平均８９，２６％）

　

２０１．１９円 （供給単価）

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｘ

　

１ｏｏ

　

＝

　

９６，４６９ｆｏ

　　　

２０８．５７円 （給水原価）

　　　　　　　

（前年度１１．４５ポイントの増）

（２） 経営の収益性

　

①

　

総収支比率（類型団体全国平均１０６．８２％）

　　　　

費用が収益によってどの程度賄われているかを示すものである。

　　　

この比率が高いほど利益率が高いことを示し、１００％未満であることは損失が

　　　

生じていることを意味する。

　　　

３０４，０４６，３８８円 （総収益）

×

　

１００

　

＝

　

９８．５３％

　　　　

（前年度比９．３８ポイントの増）３０８，５７１，７１３円 （総費用）

②

　

経常収支比率（類型団体全国平均１０７．６８％）

　　

経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示すものである。

　　

この比率が高いほど利益率が高いことを示し、１００％未満であることは経常損

　

失が生じていることを意味する。

　

３０４，０４６，３８８円（営業収益十営業外収益）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｘ

　

１ｏｏ

　

＝

　

９８．５３％

　

３０８，５７１，７１３円（営業費用十営業外費用）

　　

（前年度比９．３８ポイントの増）

③ 人件費が営業収益に占める割合（類型団体全国平均１０．８２％）

　

４１，６３４，９５８円（人件費）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｘ

　

１ｏｏ

　

＝

　

１６．３８咳ｏ

　　　

２５４，１２５，６９１円（営業収益）

　　　　　　

（前年度比２．４１ポイントの減）

（３） 財務の状況

　

ア

　

流動性

　

①

　

流動比率 （類型団体全国平均３０５．５３％）

　　　　

流動比率は、 支払い義務としての流動負債に対する支払い手段として、

　　　

流動資産 （現金・預金・換金性の高い未収金等） の割合を示すものであり、

　　　　

短期債務に対する支払い能力を表している。

　　　　

１００％を超えれば問題はない。
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４４２，３６１，５５５円 （現金預金十未収金）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

×

　

１００

　

＝

　

２５１．９１％

　　　

１７５，５９９，９２７円 （流動負債）

　　　　　　　

｛前年度比３９．９４ポイントの減）

イ

　

安全性

　

①

　

自己資本構成比率（類型団体全国平均７０．４８％）

　　　　

総資本に対する自己資本の占める割合を示すもので、 大であるほど経営

　　　

の安全性は大きく、５０％以上が望ましいとされる。

　　　

１，６５６，８９９，９９９円（自己資本十剰余金＋繰延収益）

　　

×

　

１００

　

＝

　

４８．７１％

（前年度比０．９２ポイントの増）３，４０１，３８４，７９３円 （負債資本合計）

②

　

固定資産対長期資本比率（類型団体全国平均９１．１５％）

　　

固定資産の調達が、自己資本の範囲内で行われるべき企業財政上の原則から

　　

１００％以下で、 かつ低いことが望ましい。

２，９５９，２７６，２３８円 （固定資産）
×

　

１００

　

＝

　

９１．７４％

３，２２５，７８４，８６６円｛資本金十剰余金十固定負債＋繰延収益）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（前年度比１．１ポイ ン トの増）

　　　

以上の分析結果から、 不良債務もなく、 また、 料金改定により供給単価、 経常

　　

収支比率共に上昇しており経営状況は、 概ね良好である。

＜指摘事項＞

　

ユ

　

有収率について

　　　

当年度の有収率は、７２．４％と前年度に比べ、１．３％上昇している。 有収率につい

　　

ては、 ここ３ヶ年７１～７２％台で推移している。 有収率の低下は、 漏水が要因とし

　　

てあげられる。今年度の漏水件数は、７７件｛前年度７５件）、うち家庭内漏水が６２件

　　

（前年度５４件）と増加している。水道事業にとって最も重要な指標である有収率を

　　

高くすることは経営の安定につながることから、今後も漏水防止対策等の有収率

　　

アップに向けた施策に継続的に取り組まれたい。

　

２

　

未収金の解消について

　　　

未収金については、 前年度に比べ１，４８２，６７８円、２０．５％の増となっている。

　　　

収納率は、９６．９９％（前年度９７．０７％）と料金改定の割には、 前年度並を維持してい

　　

る。 これは、 収納強化を目的として催告状発送の見直しが挙げられる。

　　　

引き続き利用者に不公平感を与えることがないよう滞納者に対して電話による

　　

催告を強化するなど対策を講じられたい。
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令和６年度 令和５年度 比較
件数（件） ６，４０８ ６，３３４ ７４

金額（円） ３５，０７９，９００ ２８，２１５，０４４ ６，８６４，８５６

・コンビニエンスストア

・口座振替収納件数

　　　　　　　　

令和６年度

　　

１

　

令和５年度

　

１

　　

比較

　　

‘

　　

　

　　　

　

　　

　　

　

　　

　　

　

　　

　　 　　

　

　

　　

　　

　　

　

　

茎

　　　

１

　　　　　　　　

１

　　　　　　　　

Ｉ

　　　　

Ａ

　　

－

　

額

　　　

１

　　　　　　　　

１

　

件数（件）

　　　　　　

３１，７０７

　　　　　

３１，９７６

　　　　　

△２６９

　

金額（円）

　　　　

１９４，１７８，５８６

　　　

１６３，９６８，９３１

　　

３０，２０９，６５５

３ 企業債について

　　

当年度の企業債の元利償還金は、１７０，６５９，２１８円 （元金１４８，１００，０１２円、 利子

　

２２，５５９，２０６円） で、 元金で対前年１，８５８，１１４円の減と
なっている。

　　

償還金は義務的経費であり、 硬直性の高い経費であることから、 財政の悪化に

　

つながらないよう十分に注意し、今後の事務事業に当たっては、優先順位の明確

　

化を図り、 安定的な経営運営に努められたい。

　　

因みに、 将来５カ年の元利償還予定額を述べると、 令和７年度１５７，５３４，９９０円、

　

令和８年度１４２，７５４，２２０円、 令和９年度１３５，９７０，６００円、 令和１０年度１２８，４０３，９６６

　

円、 令和１１年度１１９，７０６，０８４円の見込みである。

　　

なお、 令和６年度末の企業債残高は、１，７０５，２９８，５０２円である。

４

　

今後の水道業務について

　　

住民生活に欠くことのできない水道水については、 安心で清浄な水を安定して

　

供給するための給水体制の確保が必要である。人口減による使用水量の減、老朽

　

化した施設の維持管理等厳しい経営状況が予想される中、これらの現状を改善す

　

るために平成１７年の合併以降初めて料金の改定（施行：令和６年４月１日）がされま

　

した。

　　

水道は住民の生命を守るライフラインのうちで最も大事なものです。 今回の改

　

定を機に令和３年３月策定の「肝付町水道ビジョン（経営戦略）」と合わせて、

　

計画的でより適正な施設整備を推進しながら、引き続き一層の健全経営に努めら

　

れたい。
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